
都市整備部移転等業務仕様書 

 

１．業務名称 

 第１４号 都市整備部移転等業務 

 

２．目的 

本業務は、都市整備部の南別館等への移転に伴い、公文書、什器、情報機器、その他移転

が必要な物品等の移転計画を策定し、近江八幡市が示す期間内に移転先への搬送及び関連

する施設の養生、梱包・開梱、什器等の設置・固定等作業を実施することを目的とする。あ

わせて、移転に関する他の業務受注者及び該当する部局との調整等を行うことで、南別館等

への移転を円滑に実施することを目指す。 

 

３．業務の期間 

 契約締結日から令和９年２月２６日まで 

 

４．履行場所 

（１）搬出場所  

№ 建物 所在地 階数 

１ 安土町総合支所 近江八幡市安土町小中１－８ １～３階 

２ 安土町総合支所外部倉庫 近江八幡市安土町小中１－８ １～２階 

３ 旧マルチメディアセンター 近江八幡市出町６４５－４ ２階 

（２）搬入場所 

№ 建物 所在地 階数 

１ 南別館 近江八幡市桜宮町２１４－１０ ２～３階 

２ 南別館外部倉庫 近江八幡市桜宮町２１４－１０ １～２階 

３ 本庁（近江八幡市役所） 近江八幡市桜宮町２３６ １階 

４ 本庁附属棟 近江八幡市桜宮町２３６ １階 

 

５．入札参加条件 

 本業務の入札にできる者は、次の要件を全て満たすものとする。 

（１）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）に基づく、一般貨物自動車運送事業

の許可を取得していること。 

（２）過去１０年（平成２８年度から公告日の前日まで）の間に、移転対象職員が 300人以

上の官公庁の移転業務について、元請として履行した実績を有すること。 

 



６．業務の内容 

 本業務の概要は次のとおり。 

（１）移転作業の詳細工程表の策定 

（２）事前準備業務 

（３）市職員用移転マニュアルの作成及び職員向け移転作業説明会の実施 

（４）南別館の改修工事等関連事業者との各種調整 

（５）履行場所の養生 

（６）移転対象物品の墨出し作業 

（７）梱包資材類の供給 

（８）移転作業（搬送、梱包、開梱、解体、組立等） 

（９）移転対象物品の事故防止 

（10）重要物品の搬送個数確認作業 

（11）梱包資材類及び養生資材の回収と清掃 

（12）不要物品及び残什器備品等の搬出 

（13）残置物廃棄業務受託者等との連携、調整 

（14）業務日誌の提出等 

（15）その他本業務の履行にあたって当然付帯する作業 

 

７．提出書類 

 受注者は、次に掲げる書類をそれぞれ必要時期に提出するとともに、業務遂行時の変更な

どを訂正した書類を完了検査合格後にまとめて提出すること。なお、書面とデータ（ＣＤ－

Ｒ等）を併せて提出すること。 

 ①安全管理対策書 

 ②移転作業詳細工程表 

 ③業務執行体制表 

 ④移転用ナンバリング図面 

 ⑤搬送計画書 

 ⑥災害・事故等緊急事態発生時対応表 

 ⑦定例会議の議事録 

 ⑧市職員用移転マニュアル 

 ⑨梱包資材類の供給計画書 

 ⑩業務日誌 

 ⑪業務報告書 

 ⑫その他本業務にかかる資料 

 

 



８．搬出入路及び搬出入設備等 

 昇降機の仕様、履行場所の搬出入動線等、各履行場所における移転対象物品の搬出及び搬

入条件については、「別紙１ 移設対象施設条件・搬出入経路図」を基本とする。 

 

９．移転対象物品 

 移転対象物品は、次に掲げる項目としそれぞれ当該項目に係る物品の種類、数量等は「別

紙２ 移設対象エリア図及び文書量・移転物品確認表」に記載のとおりである。なお、移転

対象物品及び数量は、今後の調整で増減の可能性があることに留意すること。 

（１）文書 

（２）ＯＡ機器 

（３）転用什器・備品等 

 

１０．移転スケジュール 

 移転スケジュールは、次の表のとおり予定しているが、今後変更の可能性があるため、発

注者と協議し決定するものとする。 

 なお、令和９年１月４日（月）から移転先での業務を開始する予定である。 

時期 内容 
実施主体 

発注者 受注者 

令和８年１１月末日 

まで 

移転スケジュール確定  〇 

職員用移転マニュアルの作成  〇 

移転対象物品、移転先の再調整・確定  〇 

移転用ナンバリング図面の作成  〇 

職員対象移転作業説明会の実施 補助 〇 

令和８年１１月下旬 南別館改修工事完了 〇  

令和８年１２月 養生業務  〇 

梱包資材納品  〇 

書庫等の先行移転、配架作業  〇 

本移転作業  〇 

養生撤去、清掃  〇 

令和９年１月４日 移転先での業務開始 〇  

令和９年１月５日 

以降 
不要物品及び残什器備品等搬出業務  〇 

 

１１．作業時間 

 搬出入に係る業務は、原則として午前８時３０分から午後５時までの間に行うものとす



る（年末年始含む）。なお、本庁舎及び南別館の開庁時間は、午前９時から午後４時４５分

であるため、留意すること。 

 

１２．業務内容 

（１）移転作業の詳細工程表の策定 

   受注者は、契約締結後、速やかに発注者、関係部署及び関連業者と協議、調整等を行

い、「移転作業詳細工程表」を作成すること。移転作業詳細工程表は、発注者の提示し

た「別紙３：移転スケジュール（案）」を基に詳細な日々の作業時間工程、各部署の作

業順序、市職員の作業の手順、作業人員等を示すこと。なお、書庫等の先行移転、配架

作業及び本移転作業は、土・日曜日や年末年始など、市の通常業務に支障のない日程で

工程を作成すること。 

（２）事前準備業務 

ア．「業務執行体制表」の作成 

受注者は、契約締結後速やかに、組織体制及び作業責任者及び各業務担当者の名簿

を記載した「業務執行体制表」を作成し、発注者に提出すること。 

作業責任者は、発注者及び関連業者と常に密な連携を保ちながら業務を遂行する

ものとする。また、移転計画、作業内容等の変更が生じる可能性がある場合は、速

やかに発注者へ報告すること。 

イ．搬出・搬入場所への現地調査 

受注者は、契約締結後速やかに、搬出及び搬入場所の現地調査を実施すること。そ

の際に、受注者にて搬送及び解体、組立、設定等が困難であると思われる物品につ

いては、速やかに発注者に報告すること。 

ウ．「移転用ナンバリング図面」の作成 

受注者は、移転対象物品の配置番号を記載した「移転用ナンバリング図面」を作成

し、発注者へ提出すること。なお、受託後にレイアウトや転用什器等の変更が発生

した場合においても、迅速に修正し、発注者に提供すること。 

エ．移転先表示ラベルの作成と仕様 

指定期日までに、移転対象物備品に貼付する移転先表示ラベル（ 以下「ラベル」

という。）を作成すること。ラベルの貼付は原則として発注者が行う。 

なお、当該ラベルの表示内容は発注者と協議のうえ決定することとし、移転作業中

に剥がれないもので、作業終了後には、粘着剤等の跡が残らないものを用意するこ

と。 

オ．「安全管理対策書」の作成 

    受注者は、次の事項に留意するとともに、作業中の安全管理に関する具体的対策を

示した「安全管理対策書」を作成し、発注者の承諾を得ること。 

 （ア）搬出・搬入作業にあたっては、関係法令を遵守し、市職員、来庁者、関連業者、



受注者の作業員等の安全を確保するため、保安要員、交通誘導員等を配置するこ

と。 

  （イ）受注者はみだりに搬出・搬入場所の通路等に移転対象物品、残置物品、資材等を

積載し、作業中の安全を妨げてはならない。 

カ．「災害・事故等緊急事態発生時対応表」の作成 

受注者は、災害・事故等の緊急事態が発生した場合の対応方法について記載した

「災害・事故等緊急事態発生時対応表」を作成し、発注者に提出すること。 

キ．「搬送計画書」の作成 

受注者は、搬出場所から搬入場所までの搬送経路（道路を含む。） を事前に確認の

上、安全を確認すること。 

（３）市職員用移転マニュアルの作成及び職員向け移転作業説明会の実施 

ア．「市職員用移転マニュアル」の作成 

受注者は、梱包やラベルの貼付け方法、作業スケジュール等、市職員の移転作業の

詳細及び移転期間中の入館ルール等を記載した「市職員用移転マニュアル」を作成

し、発注者が求めるときに、必要部数を提出すること。 

イ．職員向け移転作業説明会の実施 

受注者は、市職員用移転マニュアルに基づき、市が指示する日時に市職員を対象に

移転に関する留意事項等の説明会を実施すること。説明会は必要に応じ、数回に分

けて実施するものとする。 

ウ．市の各部署との事前協議及び調整 

受注者は、本業務を円滑に進めるため、市の各部署との事前協議・調整等を移転作

業前の一定期間において行うこと。当該期間については、契約締結後、発注者と協

議のうえ指示に従うこと。 

（４）南別館改修工事等の関連事業者との各種調整 

発注者、各部署、関連業者との連携を密にし、移転に係る業務分担、日程、作業手順

等の調整を行うこと。 

（５）履行場所の養生 

ア．養生作業 

（ア）受注者は、南別館改修後、発注者と協議のうえ搬入口、昇降機、通路等に、養

生を施すこと。養生方法は、ロールシート、プラスチックべニヤ、青べニヤ、

巻段ボール等を使用して養生を実施すること。なお、養生敷設後は、発注者に

その状態の確認を求めること。 

（イ）養生敷設の際は、防火扉、消火栓、消火器等の防火施設及び消防施設に弊害が

出ないよう留意すること。 

（ウ）荷捌き場など外部養生範囲図は仕様書には記載が無いが、出入口の状況を鑑み

養生範囲を受注者と協議の上必要な養生をすること。なお敷設後承認を求め



ること。 

（エ）南別館等の代表養生部分以外の場所（執務室・倉庫等）及びその他の履行場所

については、原則として、移転当日に必要な部分に養生を施すこと。 

（オ）養生敷設後、養生材に欠損、ねじれ等が生じたときは、速やかに補修、手直し

等を行い、常時安全な状態を保持すること。 

イ．養生期間 

養生期間については、原則として南別館改修後から令和８年１２月３１日（木）ま

でとする。不要什器搬出時や置場については、施設管理者と協議して決定すること。 

ウ．原状回復 

養生撤去後、養生を行った部分について損傷または汚れ等が認められる場合は、市

の指示に基づき、受注者がつけたかどうかに関わらず、受注者の責任において原状

回復を図ること。 

エ．関連業者による養生の使用 

受注者は、養生期間中に関連業者が新規什器及び機器等を搬入するときは、養生の

使用を認めなければならない。 

なお、使用を認める際には、受注者と関連業者双方で養生部分の状態を確認し、関

連業者が与えた損傷等については、当該関連業者に原状を回復させること。 

（６）移転対象物品の墨出し作業 

受注者は、移転対象物品の設置場所について、発注者と十分な打合せを行ったうえで、

発注者の指定する日時に、移転対象物品配置のための墨出し作業を行うこと。 

（７）梱包資材類の供給 

ア．「梱包資材類の供給計画書」の作成 

受注者は、梱包資材類（段ボール箱、テープ、ラベルその他の資材をいい、文書の

保存箱については発注者が指定する製品とする）の種類、数量、供給場所、供給時

期等を記載した計画書（ 以下「梱包資材類の供給計画書」という。） を作成し、

発注者の確認を得ること。 

なお、書式は自由とするが、必要資材類については、「別紙２：移設対象エリア図

及び文書量・移転物品確認表」のほか現地調査結果等をもって見積もり、すべて受

注者が調達するものとする。 

イ．受注者は、「梱包資材類の供給計画書」に基づき、梱包資材類を確実に供給しなけ

ればならない。また、発注者が指定する場所に梱包資材類を納入すること。 

なお、発注者及び各部署から種類の変更、数量の追加等の要求があったときは、こ

れらに迅速に対応すること。 

供給される梱包資材類は、先行移転及び本移転作業での繰り返し使用を想定して

いる。 

（８）移転作業（搬送、梱包、開梱、解体、組立等） 



搬送、梱包、開梱、解体、組立等、発注者及び受注者それぞれが行う移転作業（ 以

下「作業区分」という。） は、原則として「別紙４：移転作業区分」を参照のこと。な

お、受注者は、各部署、監督職員、関連業者等と十分な打合せを行い、的確に作業を進

めるとともに、計画に変更を要することが見込まれるときは、速やかに発注者に報告及

び対応すること。 

ア．文書 

各履行場所の書庫、執務室のキャビネット等に保管している文書の梱包及び開梱

は発注者が行い、受注者はこれを搬送するものとする。 

なお、書庫に運搬する書類は発注者指定の「文書保存箱」を受注者で必要数手配し、

原則そのまま棚に配架することとする。また、受注者は発注者の各部署、市職員の

作業に協力して十分な連絡調整を行い個人情報・機密情報等の保護に尽力しなけ

ればならない。 

イ．ＯＡ機器 

ＯＡ機器については、原則として、次に掲げる物品の種類に応じ、それぞれに定め

る作業区分とする。 

なお、受注者は、精密機器であることを踏まえ、搬送に際しては、緩衝材を用いて

十分に梱包し、他の移転対象物品と混載しないこと。 

（ア）ＰＣ機器 

机上、窓口カウンター等に設置しているＰＣ機器については、ケーブル、マウ

ス等の付属品の簡易梱包及び開梱を発注者が行い、受注者は、市職員が簡易梱

包した付属品と本体（端末、モニター等） を搬送用に梱包し搬送するものと

する。また、搬送前や搬送後における離線、結線、設定等は発注者が行うもの

とする。なお、各種システムのサーバ機器は、原則当該システム機器のメーカ

ーまたはベンダーがすべての作業を行うものとする。 

（イ）プリンター機等のＯＡ機器 

プリンター機、コピー機、複合機、ＦＡＸ機等のＯＡ機器の梱包、搬送及び開

梱は受注者が行うものとし、搬送前及び搬送後における離線、ソーター等の解

体、結線、設定は発注者またはＯＡ機器のリース業者等が行うものとする。 

ウ．転用什器・備品 

机、いす、キャビネット、ロッカー、家具等の転用什器・備品の梱包、搬送及び開

梱は受注者が行うものとする。 

なお、搬送前及び搬送後において、解体、組立て、不陸調整、連結、固定等を要す

る場合は、受注者がその作業を併せて行うものとし、これに必要な部品は受注者が

調達すること。 

エ．その他の物品 

（ア）各執務室内の物品 



各執務室の机、キャビネット等の内容物及び消耗品等の梱包、開梱は、発注者

が行い、その搬送は受注者が行うものとする。 

また、工具類やシュレッダーなど、段ボール箱に格納できない物品については、

発注者貼付ラベルを基に梱包、搬送及び開梱を受注者が行うものとする。 

（イ）倉庫内物品 

事務用機械類、計器類、土木機器類、雑品等、倉庫内に保管している物品につ

いては、発注者貼付ラベルを基に梱包、搬送及び開梱を受注者が行うものとす

る。 

オ．事故防止策 

受注者は、作業時において、物品の横転、破損等の事故がないよう細心の注意を払

うこと。 

また、搬送用トラック及びその他車両等により、路面に損傷を与える恐れのある箇

所には、鉄板等の耐久物を使用し、破損等の発生防止に努めること。 

カ．天候への対策 

受注者は、搬送作業中に予想される降雨等天候の変化に対し、移転対象物品が汚れ

たり、濡れたりすることがないよう防止策を十分に講じること。 

キ．安全管理 

搬送作業にあたっては、関係法令を遵守し、来庁者、市職員、受注者の作業員等の

安全を確保するため、保安要員・交通誘導員の配置等、必要な措置を講じること。 

（９）移転対象物品の事故防止 

受注者は、移転対象物品の搬送時における紛失や破損等の事故を防ぐために措置を

講じること。また、その方法については提案内容を基に、発注者と協議の上決定するこ

と。 

（10）重要物品の搬送個数確認作業 

受注者は発注者からの依頼が有った場合、重要物品の搬出前、搬送後それぞれ搬送個

数の確認に対応すること。ただし、重要物品は発注者で出来るだけ対応する。 

なお、ＯＡ機器については、発注者、各部署または関連業者に確認作業を行うこと。 

（11）梱包資材類及び養生資材の回収と清掃の徹底 

受注者は、移転対象物品の開梱作業終了後、発注者との協議で決めた日程で速やかに

梱包資材類を回収しなければならない。 

また、作業の進捗に伴い撤去する養生資材についても同様とし、履行場所の清掃を徹

底すること。 

（12）不要物品及び什器備品等の搬出 

各搬出場所に残った不用物品及び什器備品等を発注者の指定する場所へ運び出すこ

と。ただし、集積場所及び撤去日については、発注者と協議して決定すること。 

また、不要物品及び什器備品等について、関係団体（保育園、幼稚園、小中学校、出



先機関等）へ譲渡する予定である。有効活用するための支援を行うこと。 

なお、現時点で転用先の決定していないものについても、発注者の指示する市内施設

に搬送及び設置を依頼することがある。 

（13）関連業務受託者との連携、調整 

   本業務と関連して、各搬出場所に残った不用物品及び什器備品等の運搬及び処分に

ついて、別途、都市整備部移転に伴う残置物品廃棄等業務（以下「廃棄等業務」という。）

を契約する予定である。廃棄等業務の受託者と連携、調整のうえ、本業務を実施するこ

と。 

（14）「業務日誌」の提出等 

受注者は、発注者と合意した書式で市職員代行を行った当日の作業実績等を「業務日

誌」として発注者に提出すること。ただし、不測の事態及び事故が生じたときは、これ

に関わらず、人命保護を最優先とし、速やかにその内容を発注者に報告し、指示を受け、

即時解決を図り、及び経過を報告書にまとめて提出すること。 

（15）その他本業務の履行にあたって当然付帯する作業 

本仕様書、補足資料及び関連図面等に記載のない事項で、業務履行上必要な軽微な作

業については、市の指示に従い、契約金額の範囲内で対応すること。 

 

１３．調達と雇用 

受注者は、梱包資材類、養生資材、搬送車両の燃料その他本業務の履行に当たって用いる

部材等について、可能な限り近江八幡市内の事業者から調達すること。また、作業員の増員

を図る場合は、近江八幡市民の雇用に最大限努めること。 

 

１４．業務履行にあたっての留意事項 

（１）自然災害時の対応 

受注者は、天変地異等の自然災害で業務を行うことが困難と思われる場合、市と協議

のうえ、その指示に従うこと。 

（２）搬送車両 

搬送車両については、移転対象物品が濡れること及び汚れること、また搬送中の落下

による紛失または破損を防ぐため、箱車を原則とする。 

また、搬出場所から搬入場所までの搬送ルートは、狭い生活道路や農道を避け、見通

しがよく、安全に通行できる道路を基本ルートとすること。 

（３）市との連携 

各業務責任者は、市と常に連携を保ちながら業務を履行するものとし、移転計画、作

業内容等の変更が生じる可能性がある場合は、速やかに市に報告すること。 

（４）関連業者との打合せ 

受注者は、関連業者との間で必要に応じて打合せを行うこと。 



（５）遵守事項 

受注者は、以下の事項を遵守して業務を行うこと。 

ア．法令に定める資格を要する作業については、有資格者を確保して実施するものとし、

法令の規定を遵守の上、安全に作業を行うこと。 

イ．本業務の履行に必要な官公署及び第三者に対する許認可の申請手続きについて、遺

漏のないよう行うこと。なお、諸手続きに係る費用は、受注者の負担とする。 

ウ．作業開始前において、当日の作業員氏名、作業人員、車両台数、車両ナンバー及び

作業内容を自社及び各社から収集し調整した後、発注者に報告すること。 

エ．作業員の服装の統一、名札、腕章等の着用など当該作業員が本業務の従事者である

ことを認識できるようにすること。 

オ．昇降機等の設備を丁寧に取り扱うこと。 

カ．作業に直接関係のない場所にみだりに立ち入らないこと。 

キ．職員が梱包した物品を開梱しないこと。 

ク．作業に直接関係のない各部署の執務に支障を与えないよう十分留意すること。 

ケ．トイレは、市が指定する場所を使用すること。 

コ．指定場所以外での駐車、休憩及び喫煙はしないこと。 

サ．特殊機材を使用して作業を行う場合は、その作業及び特殊機材の概要をあらかじめ

市に報告すること。 

シ．作業実施にあたっては、近隣住民等に対して迷惑防止に努めるとともに、必要に応

じて警備員を配置のうえ道路誘導警備を行い、安全確保に万全を期すこと。 

ス．移転対象物品の搬送に際し、関係者と日程の調整を図ること。 

セ．全作業員に対して、本業務に関する遵守事項の周知及び安全教育を徹底すること。 

 

１５．事故防止と補償 

本業務の履行にあたっては、関係法令等を厳守し、事故及び災害の防止に万全を期するこ

と。万一、受注者の責に帰する事由により、次に掲げる事故が発生した場合は、受注者の責

任において賠償、修繕または弁償をすることとし、受注者は、これらの補償に対応できる賠

償保険に加入すること。 

（１）職員、来庁者、関連業者、作業員等の人身事故 

（２）搬送車両及び人員輸送車両等による全ての車両事故 

（３）敷地内外構、道路、植栽、建物及び付随する設備に対する事故 

（４）移転対象物品に対する損傷、紛失等の事故 

（５）その他作業中及び契約期間中の受注者の管理責任に基づく事故 

 

１６．守秘義務 

受注者は、履行期間中であるなしに関わらず、本業務の履行にあたって知り得た本市の業



務上の秘密を外部に漏らし、または他の目的に利用してはならない。 

 

１７．環境保全等 

受注者は、本業務の履行に当たっては、環境の保全、環境への負荷の低減等に努めなけれ

ばならない。 

 

１８．再委託 

受注者は、本業務の全部を第三者に再委託してはならない。なお、専門性を有する業務に

当たらせるため、第三者に本業務の一部を委託する必要がある場合は、あらかじめ市の許可

を得なければならない。 

 

１９．支払い 

市は、受注者に対し、本業務終了後、受注者の請求に基づき本業務の委託料を一括して支

払うものとする。 

 

２０．その他 

（１）この仕様書に定めのない場合であっても、業務の性質上、当然に実施しなければなら

ない作業は勿論のこと、発注者と受注者が協議して定めた事項については、作業員に周

知徹底し、誠実に実行すること。 

（２）前項の場合のほか、この仕様書に記載のない事項または疑義が生じた事項については、

発注者と受注者が都度協議し決定またはその解決を図るものとする。 

 

２１．別紙リスト 

別紙１：移設対象施設条件・搬出入経路図 

別紙２：移設対象エリア図及び文書量・移転物品確認表 

別紙３：移転スケジュール（案）  

別紙４：移転作業区分 

別紙５：南別館改修平面図 ※令和８年７月１日現在の図面（変更の可能性有）  

 


